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株主各位

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な 
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/4228/

証券コード　4228
2023年６月２日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 西 天 満 二 丁 目 ４ 番 ４ 号

積水化成品工業株式会社
代表取締役社長 柏 原 正 人

１．日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区堂島浜一丁目３番１号

ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　３階　万葉の間
　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第79期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件
２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役８名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件

第79回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第79回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　本定時株主総会の株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）は、会社法改
正に伴い、電子提供措置をとっておりますので、以下のいずれかのウェブサイトにアクセスの
うえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
　　ウェブサイト①https://www.sekisuikasei.com/jp/ir/ir-library/ir-notice/
　　ウェブサイト②https://d.sokai.jp/4228/teiji/
　なお、当日のご出席に代えて、インターネット等または書面（郵送）によって議決権を行使
することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年６月22日
（木曜日）午後５時15分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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⑴　インターネット等で議決権を行使される場合
　パソコンまたはスマートフォンから議決権行使サイト（h t tps : / /evo te . t r .mu fg . jp /）
にアクセスし、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および「仮パスワード」を
ご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。
　また、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙の右側に記載のＱＲコードを読み取
り、賛否をご入力いただくこともできます。
　　※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

行使期限
　2023年６月22日（木曜日）午後５時15分入力完了分まで 　

⑵　書面（郵送）で議決権を行使される場合

　本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
切手を貼らずに、行使期限までに到着するようお早目にご投函ください。

行使期限
　2023年６月22日（木曜日）午後５時15分到着分まで 　

４．議決権行使についてのご案内

※インターネット等と書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による行使を有効な議
決権行使としてお取り扱いいたします。

※インターネット等により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決権としてお取り扱いいたします。
※インターネット等による議決権行使に関するその他の詳細につきましては、後記44頁「インターネット等による議決権

行使のご案内」をご確認ください。
※機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
※書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書用紙において、賛否の表示がない場合は、賛成としてお取り扱いいた

します。

５．書面交付請求をいただいた株主様に交付する書面の記載に関する事項
　書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送
りいたしますが、当該書面は法令および当社定款第16条第2項の規定に基づき、次に掲げる
事項を除いております。

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
③ 連結計算書類の「連結注記表」
④ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
⑤ 計算書類の「個別注記表」
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６．電子提供措置事項の補助的な開示について
　電子提供措置事項は、１頁目に記載のウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ
ェブサイトにも掲載しております。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
にアクセスのうえ、「銘柄名（会社名）」に「積水化成品工業」または証券「コード」に
「4228」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」の順に選択して
ご確認いただけます。
　　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　　　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

７．株主総会参考書類等の記載事項を修正する場合の周知方法
　電子提供措置事項を修正する必要が生じた場合は、修正前および修正後の事項を上記の電
子提供措置をとっている各ウェブサイトに掲載いたします。
８．本定時株主総会の運営方法変更の場合の周知方法

　今後の状況により株主総会の運営方法に変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにて
お知らせいたします。( https://www.sekisuikasei.com/ ）

以　上

◎当日ご出席の際は、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎株主総会資料の電子提供制度の施行について
　　会社法改正による電子提供制度の施行に伴い、従前書面で送付しておりました株主総会資料（株主
総会参考書類・事業報告・連結計算書類・計算書類・監査報告）は、上記の電子提供措置をとってい
る各ウェブサイトに掲載しております。

　　なお、本定時株主総会につきましては、本制度が適用初年度であることなどを考慮し、書面交付請
求された株主様に送付する交付書面（従前どおりの書面）を、すべての株主様に対して送付すること
といたしました。あわせてご参照くださいますようお願い申しあげます。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として位置づけており、経営体質の強化
ならびに将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、連結業績の動向に応じた、
かつ配当の安定性を勘案した利益還元を実施することを基本方針としております。また、
配当政策につきましては、連結配当性向30～40％を目処としております。
　上記の剰余金の配当等に関する基本方針および配当政策を踏まえ、慎重に検討しました結
果、当期の期末配当につきましては、１株につき９円とさせていただきたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
金銭

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金９円
総額 407,463,156円
なお、当期の年間配当金は、2022年12月２日にお支払いしております中間配当金
（１株につき３円）と合わせまして、前期と同額の１株につき12円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月26日
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　名 現在の当社における地位

１ かしわ

柏   
ばら

原　
まさ

正　
と

人
代表取締役社長
社長執行役員 男 性

　
再 任

　

２ さ

佐 
さ

々 
き

木  
かつ

勝  
み

已
取締役
専務執行役員 男 性

　
再 任

　

３ ひろ

廣
 

　
た

田
 

　
てつ

徹
 

　
はる

治
取締役
常務執行役員 男 性

　
再 任

　

４ あさ

浅
 

　
だ

田
 

　
ひで

英
 

　
ゆき

志
取締役
常務執行役員 男 性

　
再 任

　

５ ふる

古  
ばやし

林   
やす

育　
のぶ

将
取締役
常務執行役員 男 性

　
再 任

　

６ くぼ

窪
 

　
た

田
 

　
もり

森
 

　
お

雄 社外取締役 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

男 性
　

再 任
　

７ うえ

上
 

　
はら

原
 

　
みち

理
 

　
こ

子 社外取締役 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

女 性
　

再 任
　

８ わか

若  
ばやし

林   
いち

市
 

　
ろう

廊 独 立 社 外 取 締 役 候 補 者
　

男 性
　

新 任
　

第２号議案　取締役８名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員８名（うち社外取締役３名）の任期が満了
となります。つきましては、社外取締役３名を含む取締役８名の選任をお願いするもので
あります。
　取締役候補者は、委員の過半数を独立社外役員とする「指名・報酬等委員会」の答申に
基づき、取締役会において決定したものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

取締役候補者一覧

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

男 性 再 任
かしわ

柏   
ばら

原
 

　
まさ

正
 

　
と

人
63歳

（1959年６月29日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

    1983年    4 月 当社入社
    2008年    6 月 当社取締役就任
    2011年    6 月 当社常務取締役就任
    2013年    6 月 当社代表取締役副社長　副社長執行役員就任
    2014年    6 月 当社代表取締役社長　社長執行役員就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
　発泡スチレンシート工業会　会長
　発泡スチロール協会　会長

247,392株

【取締役候補者とした理由】
　柏原正人氏は、代表取締役社長として、経営の監督を適切に行っております。取締役会においては、
経営上重要な案件について十分かつ適切な説明を行い、取締役会の意思決定の機能を高めており
ます。また、社長執行役員として経営の指揮を執り、持続的な企業価値の向上をはかっております。
　これらのことから、長期ビジョン実現のための牽引者として適切な人材と判断し、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　柏原正人氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって15年であります。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

２

男 性 再 任
さ

佐 
さ

々 
き

木  
かつ

勝  
み

已
63歳

（1960年５月５日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1983年    4 月 当社入社
    2012年    6 月 当社取締役就任
    2013年    6 月 当社取締役退任

当社執行役員就任
当社第２事業本部企画部長、第３事業本部
企画部長

    2014年    4 月 当社第２事業本部企画部長
    2017年    2 月 当社経営戦略本部コーポレート企画センター長
    2017年    6 月 当社常務執行役員就任
    2018年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任

当社コーポレート戦略本部長
    2021年    6 月 当社専務執行役員就任
    2023年    4 月 当社コーポレート戦略本部長、管理本部管掌

現在に至る

122,843株

【取締役候補者とした理由】
　佐々木勝已氏は、経営企画部門、重要な子会社の社長、事業本部企画部長を経て、現在は経営企画
部門の中枢であるコーポレート戦略本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見
を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　佐々木勝已氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって５年であります。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

男 性 再 任
ひろ

廣
 

　
た

田
 

　
てつ

徹
 

　
はる

治
64歳

（1959年１月24日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

    1984年    4 月 当社入社
    2011年    6 月 当社取締役就任
    2013年    6 月 当社取締役退任

当社執行役員就任
    2013年    9 月 当社第２事業本部副本部長、グローバル事業部長、

グローバル企画室長、第３事業本部副本部長
    2014年    4 月 当社第２事業本部副本部長、輸送機器資材

事業部長
    2015年    3 月 当社第２事業本部副本部長
    2015年    6 月 当社常務執行役員就任
    2016年    5 月 当社第２事業本部長
    2016年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2019年    4 月 当社第２事業本部長、情報システム部管掌
    2022年    5 月 当社第２事業本部長、ＰＸ推進部担当、情報

システム部担当
    2023年    １月 当社ＰＸ推進部担当、情報システム部担当、

第２事業本部管掌
現在に至る

141,128株

【取締役候補者とした理由】
　廣田徹治氏は、事業部門、事業部長、事業本部長を経て、現在はProseatを中心とした欧州モビリ
ティ事業の変革推進を担当するPX推進部、および情報システム部を担当し、経営の一角を担ってお
り、幅広い経験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　廣田徹治氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって７年であります。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

４

男 性 再 任
あさ

浅
 

　
だ

田
 

　
ひで

英
 

　
ゆき

志
56歳

（1967年３月17日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1989年    4 月 当社入社
    2016年    3 月 当社第２事業本部グローバルテクニカル

センター長
    2016年    6 月 当社執行役員就任
    2019年    4 月 当社研究開発センター長、開発部長
    2020年    4 月 当社研究開発センター長、基礎研究所長
    2020年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2022年    4 月 当社研究開発センター長、ＧＸ推進部長

現在に至る

65,497株

【取締役候補者とした理由】
　浅田英志氏は、事業部門の技術部門長を経て、現在は新製品の開発、研究、知的財産、環境貢献に
関する業務を統括する研究開発センター長、ＧＸ推進部長として経営の一角を担っており、幅広い経
験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　浅田英志氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって３年であります。

－ 9 －
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候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

５

男 性 再 任
ふる

古  
ばやし

林   
やす

育
 

　
のぶ

将
55歳

（1967年６月30日生）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100%

    1992年    4 月 当社入社
    2017年    2 月 株式会社積水化成品中部 代表取締役社長就任

（2018年11月退任）
    2018年    6 月 当社執行役員就任
    2018年    11月 当社コーポレート戦略本部経営企画部長
    2021年    5 月 当社第１事業本部長、事業調査室管掌
    2021年    6 月 当社取締役　常務執行役員就任
    2022年    4 月 当社第１事業本部長

現在に至る

68,021株

【取締役候補者とした理由】
　古林育将氏は、事業部長、重要な子会社の社長、経営企画部長を経て、現在は当社の基幹事業の
責任者である第１事業本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見を有しており
ます。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　古林育将氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の
時をもって２年であります。

－ 10 －
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候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

6

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

男 性 再 任
くぼ

窪
 

　
た

田
 

　
もり

森
 

　
お

雄
70歳

(1952年11月23日生)
（ 出 席 率 ）

取締役会94%

    1977年    4 月 大倉商事株式会社入社
    1996年    3 月 オーブコムジャパン企画株式会社（現、オー

ブコムジャパン株式会社）取締役就任
    1998年    8 月 大倉商事株式会社退職
    2002年    6 月 オーブコムジャパン株式会社

代表取締役　常務取締役就任
    2007年    10月 同社常務取締役退任
    2017年    9 月 同社代表取締役退任
    2017年    10月 同社相談役就任（2018年８月退任）
    2018年    6 月 当社取締役就任

現在に至る

4,801株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　窪田森雄氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、グローバル事業に関する
豊富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助言を期待
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役に就任してからの年数】
　窪田森雄氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって５年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、窪田森雄氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認

可決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵窪田森雄氏が2017年まで代表取締役に就任していたオーブコムジャパン株式会社と当社との間に

取引関係はありません。また同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を
満たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

－ 11 －
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候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

女 性 再 任
うえ

上
 

　
はら

原
 

　
みち

理
 

　
こ

子
73歳

(1949年12月24日生)
（2022年６月23日

就任以降の出席率）
取締役会　100%

    1976年    4 月 神戸地方裁判所判事補
    1979年    4 月 神戸地方裁判所尼崎支部判事補
    1982年    4 月 大阪地方裁判所判事補
    1986年    4 月 福岡地方裁判所判事
    1989年    3 月 依願退官
    1989年    5 月 弁護士登録、三宅合同法律事務所（現、三宅

法律事務所）入所
    1992年    3 月 上原合同法律事務所開設
    2016年    6 月 住友電気工業株式会社　社外監査役就任
    2017年    2 月 日本毛織株式会社　社外監査役就任
    2022年    6 月 当社取締役就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
　弁護士（上原合同法律事務所）
　住友電気工業株式会社　社外監査役
　日本毛織株式会社　社外監査役

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　上原理子氏は、長年にわたって法律実務に携わった実績を有しており、法務、ガバナンス、人事労
務に関する豊富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助
言を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
　なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、上記の
理由により社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。
【社外取締役に就任してからの年数】
　上原理子氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって１年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、上原理子氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認可

決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵当社は、2022年２月まで上原理子氏との間で法律顧問契約を締結しておりました。また当社は、

上原合同法律事務所に所属する同氏以外の弁護士との間で法律顧問契約を締結しております。いず
れについても、その報酬額は年間1,000万円以下であり、当社が策定した「社外役員の選任及び
独立性に関する基準」を満たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断し
ております。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）
所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

８

独 立 社 外 取 締 役 候 補 者

男 性 新 任
わか

若  
ばやし

林   
いち

市　
ろう

廊
65歳

(1957年10月25日生)

    1981年    4 月 長瀬産業株式会社入社
    2010年    4 月 同社執行役員就任
    2015年    ６ 月 同社取締役　執行役員就任
    2016年    ４ 月 同社取締役　常務執行役員就任
    2019年    ４ 月 同社代表取締役　常務執行役員就任
    2021年    ６ 月 同社代表取締役　常務執行役員退任

　　　　　　  同社顧問就任（2022年6月退任）
現在に至る

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
　若林市廊氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、グローバル事業に関する豊
富な知識と経験を有しております。この知見を活かした当社業務執行への監督および助言を期待し、
社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、本議案をご承認いただけることを条件として、若林市廊氏を東京証券取引所に対し、独立

役員として届け出ております。
⑵若林市廊氏が2021年まで代表取締役に就任していた長瀬産業株式会社と当社との間に製品等の取

引関係はありますが、2022年度において、当社から同社への販売実績は当社の連結売上高の0.4％未満
であり、同社から当社への販売実績は同社の連結売上高の0.01％未満であることから、当社が策定し
た「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満たしており、当社からの独立性については十分
確保されていると判断しております。

－ 13 －
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（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 当社定款に基づき、窪田森雄氏および上原理子氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する責任限定契約を締結しております。各氏の再任が承認可決された場合は、当社は各氏と
の間で責任限定契約を継続する予定であります。また、若林市廊氏の選任が承認可決された場合、
当社は同氏との間で、責任限定契約を締結する予定であります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、本契約締結後、その職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度と
して、損害賠償責任を負うものとする。

３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保険者が負担することに
なる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することとしております。
再任候補者は当該保険契約の被保険者となっており、再任後も引き続き被保険者となります。新任
候補者が取締役に選任され就任した場合、当該保険の被保険者となります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

（ご参考）
当 社 が 策 定 し た 「 社 外 役 員 の 選 任 及 び 独 立 性 に 関 す る 基 準 」 は 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（ https://www.sekisuikasei.com/jp/assets/images/company/pdf/policy.pdf ）に掲載して
おりますのでご参照ください。

－ 14 －
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氏名 当社における地位

企 経
業 営
経 戦
営 略

財
務
会
計

 　 ガ
 法 バ
 　 ナ
 務 ン
 　 ス

人 人
事 材
労 開
務 発

 国 海
 際 外
 性 事
 　 業

 　 マ
 　  |
 営 ケ
 　 テ
 業 ィ
 　 ン
 　 グ

開
発
・
生
産
・
品
質

 　 エ
 環 ネ
 　 ル
 境 ギ
 　  |

他
業
種
知
見

柏原 正人 代表取締役社長
社長執行役員 ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐々木 勝已 取締役
専務執行役員 ○ ○ ○ ○

廣田 徹治 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

浅田 英志 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

古林 育将 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○ ○

窪田 森雄 独立社外取締役 ○ ○ ○ ○ ○

上原 理子 独立社外取締役 ○ ○

若林 市廊 独立社外取締役 ○ ○ ○ ○ ○

（ご参考）取締役（本定時株主総会終結時の予定）が有する知識・経験・能力

上記の「○」は、各取締役の有するすべての知見を表すものではありません。

－ 15 －
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氏 名 略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

独 立 社 外 監 査 役 候 補 者

男 性 新 任
な

名
 

　
わ

和
 

　
みち

道　
のり

紀
64歳

（1959年４月10日生）

    1983年    9 月 等松・青木監査法人（現、有限責任監査法人
トーマツ）入所

    1987年    7 月 公認会計士・税理士登録
　　　　　　  同監査法人退所
　　　　　　  名和公認会計士事務所開設　同所所長就任
　　　　　　  現在に至る
　　　　　　  （重要な兼職の状況）

　名和公認会計士事務所所長

0株

【社外監査役候補者とした理由】
　名和道紀氏は、公認会計士として、会計に関する専門知識と豊富な監査経験を有しており、この知
見を当社の監査に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
【社外監査役候補者に係るその他の記載事項】
⑴当社は、本議案をご承認いただけることを条件として、名和道紀氏を東京証券取引所に対し、独立

役員として届け出ております。
⑵名和道紀氏が所長として所属している名和公認会計士事務所と当社との間に顧問契約等の取引関係

はありません。また、同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満た
しており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

第３号議案　監査役１名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査役 福永年隆氏が辞任されます。つきましては、
その補欠として監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、選任されます監査役の任期は、当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時まで
となります。
　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

－ 16 －
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氏　名 当社における地位 在任年数
（本総会終結時）

たけ

竹
 

　
こし

腰
 

　
こう

浩
じ

次
ろう

郎
（1959年12月16日生）

　常勤監査役 ３年

まつ

松
 

　
もと

本
 

　     
おさむ

治
（1960年５月29日生）

　常勤監査役 ２年

あか

明
 

　
し

石
 

　     
まもる

衛
（1964年10月９日生）

　社外監査役 独立社外監査役
　　

１年

こう

高
 

　
さか

坂
 

　
けい

敬
 

　
ぞう

三
（1945年12月11日生）

　社外監査役 独立社外監査役
　　

11年

な

名　
わ

和
 

　
みち

道　
のり

紀
（1959年４月10日生）

　社外監査役 独立社外監査役
　　

（新任）

（注）１. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社定款に基づき、候補者の選任が承認可決された場合、当社は候補者との間で会社法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

監査役は、本契約締結後、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負うものとする。

３. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
し、被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保険者が負担する
ことになる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することとしております。
候補者が監査役に選任され就任した場合、当該保険の被保険者となります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

４. 本議案をご承認いただいた場合、監査役会の構成は以下のとおりとなります。

以　上
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度は、世界経済におきまして新型コロナウイルス感染症（以下、本感染
症）に対する各国の感染対策・行動制限の緩和などが進み、個人消費を中心に経済活動再
開の動きが見られた一方、ウクライナ情勢の長期化やエネルギー価格の高騰などによるイ
ンフレ圧力が継続しており、先行き不透明な状況が続いております。自動車産業において
は、半導体など部品不足に加えて、グローバルなサプライチェーンの混乱が、依然として
生産活動に影響を及ぼしております。エレクトロニクス関連においては、パソコンなどの
需要が軟調に推移していることもあり、各液晶パネルメーカーの在庫調整が続いておりま
す。日本経済は、本感染症の行動制限の解除など、社会経済活動の正常化を目指して持ち
直しの動きが続いておりますが、エネルギー価格の高騰や物価上昇の影響による消費の下
振れ懸念、為替・金利市場の変動など、不透明感を払拭できない状況が継続しておりま
す。また、温室効果ガス排出量削減や気候変動問題など、環境課題への対応はさらに重要
性を増しております。
　日本の発泡プラスチックス業界におきましては、内中食を中心とした食品容器関連の需
要は、行動制限の解除もあり、落ち着きを見せておりますが、各種部材や搬送資材・梱包
材は、半導体不足の継続などにより需要の本格的な回復までには至らず、また、エネルギ
ー価格の高騰なども継続しております。
　このような厳しい経営環境のなか、当社グループは、本感染症に関するリスクを回避す
る対策を取るとともに行動制限の緩和をはかりながら、本年度からスタートさせた３カ年
中期経営計画「Ｓｐｉｒａｌ－ｕｐ ２０２４」の３つの重点課題に対してグループ全体
で取り組んでおります。『収益体質の強化』においては、経営資源の選択と集中による事
業ポートフォリオの再構築と抜本的な生産革新や開発品の早期収益化に取り組んでおりま
す。『環境・社会課題解決型事業への転換』においては、「循環型ビジネスによる環境貢
献製品の拡大」と「カーボンニュートラル実現への挑戦」を掲げ、ＳＫＧ－５Ｒ(※１)
活動推進の一層の強化に取り組んでおります。その一環として、「ＲｅＮｅｗ＋」
（※２）、「ＢＩＯＣｅｌｌｕｌａｒ」（※３）をはじめとする環境負荷を低減する新た
な素材開発を行い、これらの効率的な生産と販売拡大について取り組んでおります。さら
に、独自のリサイクル技術と重合技術を融合させることで、臭気の除去が課題であった魚
函などのリサイクルにおいても再生原料比率を最大50％まで可能とする量産化技術を
確立しました。
　また、生産活動に使用するエネルギーを、化石エネルギーから再生可能エネルギーに転
換する設備の導入を推進し、国内グループ会社４拠点において太陽光発電システムを導入

－ 18 －
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しました。
　『経営基盤の強化』では、マテリアリティ（経営重要課題）を特定し活動を進めており
ます。その中で従業員を重要な経営資源のひとつとして捉え、「人的資本経営」を推進し
ております。また、従業員の心身の健康維持・増進を追求することを目的に健康経営宣言
を行い、「健康経営優良法人２０２３（大規模法人部門）」の認定を受けました。
　売上面においては、ヒューマンライフ分野では、価格改定と人流回復に伴う販売数量増
に努め、インダストリー分野では、戻りつつある各領域での拡販をはかってまいりまし
た。
　利益面では、上期に発生した中国の上海などにおけるロックダウンによるグローバルな
サプライチェーン混乱の影響、株式会社積水化成品大分の火災への対応、急激な原燃料価
格高騰などのマイナス要因に対して原価低減や固定費の削減、販売価格への転嫁などに強
力に取り組みましたが、マイナス要因を完全に払拭するまでには至りませんでした。
　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は1,246億８千３百万円（前期比6.1％の増
加）、営業利益は７億９千３百万円（前期比45.8％の減少）、経常利益は７億４百万円
（前期比49.7％の減少）、投資有価証券の一部売却に伴う特別利益16億３千２百万円、
さらに法人税等を控除し、親会社株主に帰属する当期純利益は４億５千２百万円（前期は
59億１千７百万円の損失）となりました。

　※１　「ＳＫＧ」は、積水化成品グループを、「５Ｒ」は、Reduce、Reuse、Recycle、
　　　　ReplaceおよびRe-createを指します。
　※２　「ＲｅＮｅｗ＋」は、リサイクル原料を活用した製品カテゴリーブランドです。
　※３　「ＢＩＯＣｅｌｌｕｌａｒ」は、生分解性またはバイオマス由来プラスチックス
　　　　を活用した製品カテゴリーブランドです。

　当連結会計年度の事業分野別の概況は次のとおりです。なお、事業分野名称の見直しを
行い、従来の「生活分野」を「ヒューマンライフ分野」に、「工業分野」を「インダスト
リー分野」に変更しております。

＜ヒューマンライフ分野＞
　ヒューマンライフ分野の売上高は526億２百万円（前期比6.2％の増加）となりまし
た。
　食領域においては、食品容器用途は人流が回復しつつあることで、観光関連や外食関連
の弁当容器、テイクアウト容器等で復調の兆しがあるものの、内中食関連向けの需要はや
や減少しました。一方、売上高は価格改定を進めたことにより、全体的には前期を上回る
結果となりました。
　農産用途は、天候などの影響もありほぼ前期並みとなりましたが、水産用途では、漁獲
量の減少傾向が継続し低調に推移しました。
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　住環境・エネルギー領域においては、土木用途は工事物件の進捗遅れなどが影響し低調
でしたが、建材用途は堅調に推移しました。
　主力製品である「エスレンシート」（発泡ポリスチレンシート）の売上数量は、テイク
アウト容器用途の需要は堅調ながら、スーパーなどの生鮮食品容器用途等には落ち着きが
見られ、即席麺用途も減少となり、全体では前期並みとなりました。「エスレンビーズ」
（発泡性ポリスチレンビーズ）の売上数量は、クッション用ビーズなどのライフグッズ用
途が前期の需要増からは落ち着きを見せ、また水産分野および農産分野が低調となったこ
とで、全体では前期より減少しました。

＜インダストリー分野＞
　インダストリー分野の売上高は720億８千１百万円（前期比5.9％の増加）となりまし
た。
　モビリティ領域において、自動車部材用途では、上期での中国各地でのロックダウン
や、世界各国での半導体をはじめとした部品不足による自動車メーカーでの減産の影響を
受け需要が伸び悩みました。上期後半より回復基調に転じたものの本格的な回復に至って
いない状況であります。一方、部品梱包材用途では、電動部品関連で上期は売上が大幅に
伸長しましたが、下期はそれらが一巡し、「ピオセラン」（ポリスチレン・ポリオレフィ
ン複合樹脂発泡体）の販売は前期並みとなりました。欧州のProseatグループは、固定費
削減・生産集約等の改善を進めましたが、半導体などの部品不足やウクライナ情勢の影響
により欧州自動車メーカーからの受注が引き続き伸び悩み、エネルギーコストの大幅増な
ども影響し、業績改善に時間を要し、赤字が継続しております。
　エレクトロニクス領域においては、「テクポリマー」（有機微粒子ポリマー）の液晶パ
ネル等の光拡散用途での需要は、在庫調整の影響により第２四半期以降大きく落ち込みま
したが、第４四半期から緩やかながらも回復の兆しを見せ始めました。パネル搬送資材・
梱包材用途での「ピオセラン」も、ロックダウンの影響や他素材との競争激化、液晶パネ
ルの在庫調整などにより中国、台湾等における需要は低調に推移しました。
　医療・健康領域においては、「エラスティル」（熱可塑性エラストマー発泡体）は、ラ
ンニングシューズミッドソールに加え、他用途シューズへの展開をはかることができまし
た。また「テクノゲル（ＳＴ－ｇｅｌ）」（機能性高分子ゲル）も医療用電極用途など
で、「テクポリマー」も化粧品用途などで売上が伸長しました。

＜グローバル展開＞
　当社グループでは、モビリティ、エレクトロニクスなどのインダストリー分野を中心と
してグローバルに事業拡大を推進しております。モビリティ領域においては2050年カー
ボンニュートラルが全世界で進められる中、ＥＶ（電気自動車）シフトがさらに加速する
と考えられ、高機能化に資する当社発泡プラスチックス製品にとっては拡大の見込まれる
市場と考えております。

－ 20 －
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　当社グループは、モビリティ領域において今後、ますます重要とされる軽量化などに貢
献できる発泡プラスチックスを利用した部材、梱包材ニーズに対応すべく、グローバル展
開を進めており、米国、メキシコなどの北米および中国、タイ、インドネシアなどのアジ
ア地域における自動車部材、梱包材の実績拡大に向けた取り組みを進めております。ま
た、2019年２月に欧州における事業拡大の布石として自動車部材メーカーであるProseat
グループを買収し、欧州を起点とするＥＶシフトに対して迅速に対応する体制を構築して
おります。買収後、業績が低迷する結果となっておりますが、不採算事業の撤退や組織改
革、事業基盤の整備を行いながら競争力強化を高め、欧州事業拡大に向けた商品開発や顧
客拡大を推進しております。
　エレクトロニクス、医療・健康などの領域においても、発泡プラスチックス、微粒子ポ
リマーの新技術や「ＲｅＮｅｗ＋」、「ＢＩＯＣｅｌｌｕｌａｒ」をはじめとする環境負
荷を低減する新たな素材開発を行い、これらの効率的な生産と販売拡大について取り組ん
でまいります。なお、当連結会計年度における国外売上高は494億4千8百万円（連結売上
高に占める割合39.7％）となりました。

＜サステナビリティの取り組み＞
　当社グループは、従来のＣＳＲ（企業の社会的責任）をより高次元な形に置き換え、
「環境価値・社会価値・経済価値を高め、持続的に発展する」として、環境・社会課題解
決型事業への転換を進めております。『わたしたち積水化成品グループは、経営理念の実
践を通じて地球環境を含む全てのステークホルダーに対して社会的責任を果たし、グロー
バルに社会の持続的発展に貢献するとともに、持続的な企業価値向上につとめます。』と
のサステナビリティ方針を2023年１月に制定し、サステナビリティの基盤として「環
境・安全・品質に配慮したモノづくり」、「コンプライアンスを重視した誠実な経営活
動」、「全員経営の実践」という３点を据え、活動を行っております。
　「環境」については、創立以来培ってきた発泡技術や重合技術を進化させるとともに､
低炭素･循環型社会の実現を目指し､省エネルギーやリサイクルなど､環境と共生するモノ
づくりと事業活動のイノベーションに挑み続けております。また、2022年5月に「気候関
連財務情報開示タスクフォース」（ＴＣＦＤ）に賛同し、この提言に沿った気候変動対応
に関する情報開示を2023年４月にスタートさせ、事業活動を通じて持続可能社会実現に
貢献してまいります。
　「コンプライアンス」については、法令遵守の観点に留まらず、取締役会の実効性を高
める取り組みや当社委員会体制の再構築など、幅広いガバナンス全般にわたって一層の取
り組み強化をはかっております。
　「全員経営の実践」については、「人的資本経営」の取り組みとして、健康経営の推進
や働き方改革、ダイバーシティ（女性活躍推進、グローバル経営人材育成など）に注力し
て意欲と能力のある従業員が活躍できる仕組みの強化を進めております。
　また、国際的な基準やガイドライン、ＳＤＧｓが掲げるゴールなどから「当社グループ
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にとっての重要性」と「ステークホルダーにとっての重要性」の２軸で評価した環境・社
会・ガバナンス視点のマテリアリティ（経営重要課題）を特定し、それぞれに推進項目と
KPI（重要成果指標）を定め、持続的な成長に向けて「ＥＳＧ経営」を強化しておりま
す。

⑵　設備投資等の状況
　当連結会計年度の設備投資につきましては、現有設備の更新および補修などのため、
36億８千２百万円の投資を実施しました。

⑶　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、本感染症からの回復動向やウクライナ情勢悪化など地政
学リスクや為替の変動、原燃料価格、エネルギー価格の変動の影響に留意する必要があり
ます。
　当社グループでは、大きく変容していく社会環境や環境課題に正面から向き合い、
“新しい幸せ”を実現する姿を描き、2030年に目指すべき事業の方向性として
「Ｔａｒｇｅｔ ２０３０」を制定し、2023年１月に公表いたしました。２年目を
迎える中期経営計画「Ｓｐｉｒａｌ－ｕｐ ２０２４」は、その「Ｔａｒｇｅｔ ２０３０」
を達成するための経営計画と位置づけ、①収益体質の強化、②環境・社会課題解決型事業
への転換、③経営基盤の強化の３点を重点課題として進めております。
　まず、①収益体質の強化においては、「食」「エレクトロニクス」「モビリティ」「医
療・健康」「住環境・エネルギー」の５重点分野での事業ポートフォリオの再構築を行う
とともにProseat事業の高収益体質を構築してまいります。次に、②環境・社会課題解決
型事業への転換においては、循環型ビジネスによる環境貢献製品の拡大とともにカーボン
ニュートラル実現への挑戦を行ってまいります。また、③経営基盤の強化においては、マ
テリアリティ（経営重要課題）の取り組みと財務体質を強化いたします。
　なお、2024年３月期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,300億円、営業利益
20億円、経常利益17億円、親会社株主に帰属する当期純利益５億５千万円を見込んでお
ります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。
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財産および損益の状況の推移

区 分 第 76 期
（2019年度）

第 77 期
（2020年度）

第 78 期
（2021年度）

第 79 期(当期)
（2022年度）

売 上 高（百万円） 136,155 118,851 117,567 124,683

（ う ち 、 国 外 売 上 高 ） (49,365) (40,262) (46,374) (49,448)

営 業 利 益（百万円） 3,725 2,091 1,463 793

売上高営業利益率 （％） 2.7 1.8 1.2 0.6

経 常 利 益（百万円） 3,391 1,956 1,401 704
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 ま た は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

（百万円） 2,323 1,126 △5,917 452

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失（△） 51円29銭 24円86銭 △130円99銭 10円00銭

総 資 産（百万円） 149,103 158,439 143,308 145,175

純 資 産（百万円） 67,217 70,657 58,242 58,464

１ 株 当 た り 純 資 産 1,450円32銭 1,549円84銭 1,272円86銭 1,275円00銭

自己資本当期純利益率(％) 3.6 1.7 △9.3 0.8

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 30円00銭 21円00銭 12円00銭 12円00銭

⑷　財産および損益の状況の推移

（注）１. １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を
控除した株式数）に、１株当たり純資産は期末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に、
それぞれ基づき算出しております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第78期の期首から
適用しており、第78期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となって
おります。

３. 第79期（2022年度）の１株当たり年間配当金は、2022年12月２日にお支払いいたしました中間
配当金3円と、第79回定時株主総会において決議いただく予定の期末配当金９円の合計額を
記載しております。
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重要な子会社等の状況

会 社 名 所 在 地 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
株 式 会 社 積 水 化 成 品 北 海 道 北海道千歳市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 関 西 兵庫県伊丹市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 東 部 茨 城 県 境 町 90 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 中 部 愛知県名古屋市 70 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 西 部 福岡県福岡市 70 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株式会社積水化成品ヤマキュウ 東京都立川市 55 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ユーロ
Sekisui  Kasei  Europe B.V. オランダ 6,500 100.0 発泡プラスチックスの製造、販売
P r o s e a t  E u r o p e  G m b H ドイツ 40 100.0 欧 州 の 子 会 社 の 管 理

千アメリカドル
Sekisu i  Kase i  U.S .A. ,  Inc . アメリカ 9,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千メキシコペソ
Sekisui Kasei Mexico S.A. de C.V. メキシコ 246,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ウォン
Sekisui Kasei Korea Co., Ltd. 韓国 125,000 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千ニュー台湾ドル
台 湾 積 水 化 成 品 股 份 有 限 公 司 台湾 250,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千人民元
積水化成品（上海）国際貿易有限公司 中国 7,312 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千タイバーツ
Sekisui  Kasei  (Thai land) Co. ,  Ltd . タイ 270,000 100.0

(0.0)
合成樹脂製品の製造、販売

千インドネシアルピア
PT.Sekisui Kasei Indonesia インドネシア 92,834,100 100.0

(0.0)
合成樹脂製品の製造、販売

⑸　重要な子会社等の状況
①　重要な子会社の状況

（注）１．当社の出資比率欄の（　）内は、当社の連結子会社の保有分を内数で示しております。
２．当社は、2022年５月20日に、Proseat Europe GmbHの発行済株式を追加取得し、同社に対する

出資比率を100％としました。

②　その他
　当社は、積水化学工業株式会社の関連会社であり、同社は当社の株式を21.77％保有
しております。
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況

事 業 分 野 市 場 ・ 用 途 主 な 製 品 ・ 商 品

ヒューマンライフ
分 野

農水産資材、食品包装材、
流通資材、建築資材、土木資材

エスレンビーズ、エスレンシート、
エスレンウッド、インターフォーム、
これら成形加工品
ＥＳダンマット、エスレンブロックなど

インダストリー
分 野

自動車部材、車輌部品梱包材、
産業部材、産業包装材、
電子部品材料、医療・健康用材料

ピオセラン、ライトロン、ネオミクロレン、
セルペット、テクポリマー、テクノゲル、
テクヒーター、エラスティル、
フォーマック、ＳＴ－ＬＡＹＥＲ、
ＳＴ－Ｅｌｅｖｅａｔ、これら成形加工品など

⑹　主要な事業内容

本 社 大阪市北区西天満二丁目４番４号
東 京 本 部 東京都新宿区西新宿二丁目７番１号

⑺　主要な事業所
①　当社の事業所

②　主要な子会社の事業所
　「⑸　重要な子会社等の状況　①　重要な子会社の状況」に記載の所在地のとおりで
あります。

事 業 分 野 従 業 員 数 （前期末比増減）

ヒ ュ ー マ ン ラ イ フ 分 野 1,041名 （35名減）

イ ン ダ ス ト リ ー 分 野 2,210名 （107名減）

全　　　社　（共　通） 254名 （11名減）

合　　　計 3,505名 （153名減）

⑻　従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。
２．上記のうち、当社の従業員数は410名であり、前期末から15名減少しております。
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主要な借入先

借 入 先 借 　 入 　 金 　 残 　 高 （ 百 万 円 ）
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 7,114
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,772
農 林 中 央 金 庫 5,782

⑼　主要な借入先

（注）　外貨での借入金残高につきましては、期末時レートにより換算しております。
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会社の株式に関する事項

⑴　発行可能株式総数 124,751,000株
⑵　発行済株式の総数 46,988,109株
⑶　株主数 9,268名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

積 水 化 学 工 業 株 式 会 社 9,855 21.77
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 3,524 7.79

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 2,273 5.02

積 水 化 成 品 従 業 員 持 株 会 1,945 4.30

積 水 樹 脂 株 式 会 社 1,419 3.14

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 1,418 3.13

株 式 会 社 エ フ ピ コ 1,348 2.98

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,327 2.93

積 水 化 成 品 取 引 先 持 株 会 1,210 2.67

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 990 2.19

２．会社の株式に関する事項

⑷　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を1,714千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
社外取締役を除く取締役５名に対して、その職務執行の対価として譲渡制限付株式を

44千株付与いたしました。当社の譲渡制限付株式報酬制度につきましては、「３．⑷当
事業年度に係る取締役および監査役の報酬等」に記載しております。
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会社役員に関する事項

当社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 柏 原 正 人 社長執行役員

発泡スチレンシート工業会　会長
発泡スチロール協会　会長

取 締 役 佐 々 木 勝 已 専務執行役員（コーポレート戦略本部長）
取 締 役 廣 田 徹 治 常務執行役員（ＰＸ推進部担当、情報システム部担当、

第２事業本部管掌）
取 締 役 浅 田 英 志 常務執行役員（研究開発センター長、GX推進部長）
取 締 役 古 林 育 将 常務執行役員（第１事業本部長）
社 外 取 締 役 窪 田 森 雄
社 外 取 締 役 北 川 尚 人

※ 社 外 取 締 役 上 原 理 子 弁護士、上原合同法律事務所
常 勤 監 査 役 竹 腰 浩 次 郎
常 勤 監 査 役 松 本 治
社 外 監 査 役 福 永 年 隆 積水化学工業株式会社　常勤監査役

※ 社 外 監 査 役 明 石 衛 第一生命ホールディングス株式会社　取締役常務執行役員
社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 弁護士、弁護士法人色川法律事務所　代表

３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等

(注) １. 窪田森雄氏、北川尚人氏、上原理子氏、明石衛氏、高坂敬三氏につきましては、東京証券取引所に対
し、独立役員として届け出ております。

２. 常勤監査役 竹腰浩次郎氏は、総務、法務、経理等で、常勤監査役 松本治氏は、販売管理、事業部門
の企画管理、重要な子会社の役員等で、それぞれ長年にわたり企業会計に関する経験を持ち、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．社外取締役 上原理子氏および社外監査役 高坂敬三氏のその他の兼職の状況は、「３．⑸社外役員に関
する事項 ①重要な兼職の状況等」に記載のとおりであります。

４．当事業年度中の役員の異動
⑴　当事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。

社外取締役　　馬　場　宏　之　　2022年６月23日　退任
社外監査役　　長　濱　守　信　　2022年６月23日　退任

⑵　上記（表）中※の各氏は、2022年６月23日開催の第78回定時株主総会において新たに選任され、
それぞれ就任いたしました。

５．2023年４月１日付で、次のとおり担当業務の変更がありました。
取　締　役　　佐 々 木 勝 已　コーポレート戦略本部長、管理本部管掌
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会社役員に関する事項

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役および社外監査役の全員との間で、当社定款に基づき、会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項が定める最低責任限度額としております。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結し、被保険者の職務の執行に起因して損害賠償請求がなされたことによって被保
険者が負担することになる損害賠償金や訴訟費用を、当該保険契約により塡補することと
しております。
　当該保険契約の被保険者は取締役および監査役であります。

⑷　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、「指名・報酬等委員会」の答申を踏まえ、取締役の個人
別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

その概要は以下のとおりです。
ア　基本方針

当社の取締役の報酬等は、中長期的な業績向上と企業価値増大に貢献すべく、当社
の株主価値との連動性をより明確にし、株主と一層の価値共有を進めたものとする。
また、目標に対する達成度や業績に対する貢献度等を総合的に評価して決定する部分
の割合を重視したものとする。

具体的には、業務執行を担う取締役の報酬等は、基本報酬、業績連動報酬等および
株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は、基本報酬のみとする。

なお、取締役の報酬等の決定に関する方針は、委員の過半数を独立社外役員が構成
する「指名・報酬等委員会」における議論を踏まえたものとする。

イ　基本報酬の個人別の報酬等の額および付与の時期または条件の決定に関する方針
基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、金額は、役位、職責等に応じて定

め、業績、他社水準、社会情勢等を勘案して、適宜、見直しをはかるものとする。
ウ　業績連動報酬等に係る業績指標の内容、その額または算定方法、および付与の時

期、または条件の決定に関する方針
事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を引き出すため、業務執行を担う取締役

に対し、基礎となるべき業績指標として、売上高、営業利益、親会社株主に帰属する
当期純利益を選定し、加えて、事業部門を担当する取締役においては営業利益率およ
び当該事業部門の運営状況を、間接部門を担当する取締役においては当該部門におけ
る全社利益への貢献状況を選定しており、これらを勘案して決定した額の金銭を、毎
年、当該事業年度終了後の一定の時期に支給する。

エ　株式報酬の内容、その額または算定方法、および付与の時期または条件の決定に関
する方針

中長期的な業績向上と企業価値の増大に貢献するインセンティブを付与することに
より、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的とし、業務執行を担う取締役
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会社役員に関する事項

に対し、譲渡制限期間を30年間とする譲渡制限付株式を、毎年、一定の時期に付与
する。付与する株式の個数は、役位、職責、株価等を踏まえて決定する。

オ　基本報酬の額、業績連動報酬等の額、および株式報酬の額の取締役の個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行を担う取締役の種類別の報酬等の割合については、役位、職責、当社と同
程度の事業規模を有する他社の動向等を踏まえて決定する。

カ　取締役の個人別の報酬等の内容の決定の手続きに関する事項
取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会の決議による委任に基づいて、代表取

締役社長が決定する。代表取締役社長は「指名・報酬等委員会」の意見を踏まえ、各
取締役の報酬等を決定する。ただし、取締役の株式報酬の個人別の割当数については
「指名・報酬等委員会」の答申を尊重して、取締役会の決議により定める。

②　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
＜取締役の報酬等＞
・2018年６月22日開催の第74回定時株主総会

金銭報酬として年額300百万円以内（うち社外取締役分60百万円以内）（使用人兼
務取締役の使用人分給与を含まない。）を決議しました。

当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち社外取締役３名）です。
・2020年６月24日開催の第76回定時株主総会

上記金銭報酬の範囲内で、譲渡制限付株式付与のための金銭報酬として年額50百
万円以内（社外取締役は付与対象外）（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まな
い。）を決議しました。

当該定時株主総会終結時点の社外取締役を除く取締役の員数は６名です。
＜監査役の報酬等＞
・2010年６月22日開催の第66回定時株主総会決議

金銭報酬として年額90百万円以内と決議しました。
当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

③　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長柏原正人が、取締役の

個人別の報酬等の具体的内容を決定しております。
その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定および業績連動報酬等の評価配分

であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ業務執行取締役
の業績の評価を機動的に行うには、代表取締役社長による決定が最も適しているからで
あります。

これらの権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長が各取締役の報酬等の具体的
内容を決定する際には、委員の過半数を独立社外役員で構成する「指名・報酬等委員
会」の意見を踏まえることとしております。当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等
についてもこの手続きを経て決定されていることから、取締役会は、その内容が前記①
の決定方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員に関する事項

区　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 　 締 　 役 144 112 14 17 9

(うち社外取締役) （28） （28） （－） （－） （4）

監 　 査 　 役 59 59 － － 6

(うち社外監査役) （15） （15） （－） （－） （４）

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

社 外 取 締 役 上 原 理 子
弁護士、上原合同法律事務所
住友電気工業株式会社　社外監査役
日本毛織株式会社　　　社外監査役

社 外 監 査 役 福 永 年 隆 積水化学工業株式会社　　常勤監査役
社 外 監 査 役 明 石 衛 第一生命ホールディングス株式会社　取締役常務執行役員

社 外 監 査 役 高 坂 敬 三
弁護士、弁護士法人色川法律事務所　代表
住友ゴム工業株式会社　　社外取締役
株式会社テクノアソシエ　社外監査役
セーレン株式会社　　　　社外監査役

④　取締役および監査役の報酬等の総額等

（注）１. 上表には、2022年６月23日開催の第78回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役1名
および社外監査役１名を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３. 業績連動報酬等として、社外取締役を除く取締役に対して賞与を支給することとしております。

業績連動報酬等の額の算定にあたっては、事業年度ごとの業績向上に対する貢献意欲を引き出すた
め、基礎となるべき業績指標として、売上高、営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益を選定
し、加えて、事業部門を担当する取締役においては営業利益率および当該事業部門の運営状況を、
間接部門を担当する取締役においては当該部門における全社利益への貢献を選定しており、各事業
年度の目標に対する達成度に応じた額を支給することとしております。なお、当事業年度を含む全
社の業績指標の推移は、「１．⑷　財産および損益の状況の推移」に記載のとおりです。

４. 非金銭報酬等として、社外取締役を除く取締役に対して譲渡制限付株式報酬を付与することとして
おります。その内容および交付状況は、「２．⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員
に交付した株式の状況」に記載のとおりです。

⑸　社外役員に関する事項
①　重要な兼職の状況等

（注）１. 積水化学工業株式会社は、当社の発行済株式（自己株式を除く。）の総数のうち21.77％を有する
株主であります。また、同社は当社との間に重要な取引関係はありません。

２. 第一生命ホールディングス株式会社の子会社である第一生命保険株式会社は、当社の発行済株式
(自己株式を除く。)の総数のうち5.02％を有する株主であります。また、第一生命ホールディング
ス株式会社は当社との間に特別の関係はありません。

３. その他の重要な兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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氏　名 出席状況 主 な 活 動 状 況

社
　

外
　

取
　

締
　

役

窪　田　森　雄 取締役会
16回中15回(94％)

　窪田森雄氏には、グローバルな視点から会社経営の監督、助
言機能を果たすことを期待しておりました。同氏は、当社取締
役会での議案の審議において、かかる視点から積極的に発言
し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果たしており
ます。また、当社「指名・報酬等委員会」委員長として同委員
会に出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

北　川　尚　人 取締役会
16回中15回(94％)

　北川尚人氏には、研究開発、技術、海外事業の視点から会社
経営の監督、助言機能を果たすことを期待しておりました。同
氏は、当社取締役会での議案の審議において、かかる視点から
積極的に発言し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割を
果たしております。また、当社「指名・報酬等委員会」委員と
して同委員会に出席し、多角的視点から積極的に意見を述べて
おります。

上　原　理　子 取締役会
13回中13回(100％)

　上原理子氏には、法務、ガバナンス、人事労務の視点から会
社経営の監督、助言機能を果たすことを期待しておりました。
同氏は、当社取締役会での議案の審議において、かかる視点か
ら積極的に発言し、業務執行に対する監督、助言等適切な役割
を果たしております。また、当社「指名・報酬等委員会」委員
として同委員会に出席し、多角的視点から積極的に意見を述べ
ております。

社
　

外
　

監
　

査
　

役

福　永　年　隆
取締役会
16回中16回(100％)
監査役会
12回中12回(100％)

　福永年隆氏は、企業活動を通じての経験のもと、意思決定の
適正性、妥当性を確保するために必要な発言を適宜行っており
ます。また、当社「指名・報酬等委員会」委員として同委員会
に出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

明 　 石 　 衛
取締役会
13回中13回(100％)
監査役会
10回中10回(100％)

　明石衛氏は、企業活動を通じての経験のもと、意思決定の適
正性、妥当性を確保するために必要な発言を適宜行っておりま
す。また、当社「指名・報酬等委員会」委員として同委員会に
出席し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

高　坂　敬　三
取締役会
16回中15回(94％)
監査役会
12回中12回(100％)

　高坂敬三氏は、弁護士としての専門的見地から、法令遵守体
制の構築などについて必要な発言を適宜行っております。ま
た、当社「指名・報酬等委員会」委員として同委員会に出席
し、多角的視点から積極的に意見を述べております。

②　主な活動状況

（注）上原理子氏および明石衛氏は、2022年６月23日開催の第78回定時株主総会において新たに選任された
ため、取締役会および監査役会の開催回数が他の社外取締役または社外監査役と異なります。
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会計監査人の状況

① 当社が支払うべき報酬等の額 58百万円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 58百万円

４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分もできないため、上記①の金額に
はこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根拠
などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

３. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の会計
監査を受けております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役
全員の同意により監査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に執行することが困
難と認められる場合には、監査役会が株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

　　（注） 本事業報告中、百万円単位の金額および千株単位の株数は、それぞれ単位未満の
端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
（資　産　の　部） (145,175) （負　債　の　部） (86,711)

流 動 資 産 66,874 流 動 負 債 48,096
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

11,080
3,085

23,727
1,575
7,930
9,253
1,909
5,127
3,227
△ 42

78,301
53,702
14,804
12,753
21,492
1,472
3,180
1,763
1,277

486
22,834
14,041

851
6,936
1,053
△ 47　

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 17,026
電 子 記 録 債 務 8,263
短 期 借 入 金 13,026
未 払 費 用 3,420
未 払 法 人 税 等 1,338
契 約 負 債 684
未 払 消 費 税 等 265
賞 与 引 当 金 1,010
役 員 賞 与 引 当 金 42
そ の 他 3,016

固 定 負 債 38,614
社 債 7,000
長 期 借 入 金 18,094
繰 延 税 金 負 債 4,593
再評価に係る繰延税金負債 1,596
製 品 補 償 引 当 金 82
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,728
そ の 他 3,521
（ 純   資   産   の   部 ） (58,464)

株 主 資 本 48,199
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,445
利 益 剰 余 金 16,602
自 己 株 式 △ 1,382

その他の包括利益累計額 9,524
その他有価証券評価差額金 7,440
土地再評価差額金 1,479
為替換算調整勘定 562
退職給付に係る調整累計額 41

非 支 配 株 主 持 分 740
資 産 合 計 145,175 負 債 及 び 純 資 産 合 計 145,175

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 124,683

売 上 原 価 100,072

売 上 総 利 益 24,611

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,818

営 業 利 益 793

営 業 外 収 益 1,025

受 取 利 息 及 び 配 当 金 369

雑 収 入 656

営 業 外 費 用 1,114

支 払 利 息 538

雑 支 出 576

経 常 利 益 704

特 別 利 益 1,632

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,632

特 別 損 失 50

減 損 損 失 50

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,287

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,846

法 人 税 等 調 整 額 △ 13 1,833

当 期 純 利 益 453

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0

親会社株主に帰属する当期純利益 452

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
（資　産　の　部） (122,150) （負　債　の　部） (71,300)

流 動 資 産 54,661 流 動 負 債 40,090
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

6,314
1,686
8,795

17,912
5,028
1,581

222
6,311

15,202
16

△ 8,409
67,488
33,039
7,728

748
7,894

86
842

14,758
12

968
1,158

962
196

33,290
11,962
13,677
4,954

15
6,817

273
△ 4,410　

支 払 手 形 765
電 子 記 録 債 務 7,343
買 掛 金 15,673
短 期 借 入 金 8,923
リ ー ス 債 務 6
未 払 金 305
未 払 費 用 1,217
未 払 法 人 税 等 1,031
預 り 金 4,361
賞 与 引 当 金 367
役 員 賞 与 引 当 金 34
そ の 他 61

固 定 負 債 31,210
社 債 7,000
長 期 借 入 金 18,094
リ ー ス 債 務 7
繰 延 税 金 負 債 4,381
再評価に係る繰延税金負債 1,596
退 職 給 付 引 当 金 6
製 品 補 償 引 当 金 82
資 産 除 去 債 務 40
そ の 他 1
（純 資 産 の 部） (50,849)

株 主 資 本 42,006
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,482

資 本 準 備 金 14,223
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,258

利 益 剰 余 金 10,372
利 益 準 備 金 1,370
そ の 他 利 益 剰 余 金 9,001

別 途 積 立 金 792
繰 越 利 益 剰 余 金 8,209

自 己 株 式 △ 1,382
評 価 ・ 換 算 差 額 等 8,843

その他有価証券評価差額金 7,364
土地再評価差額金 1,479

資 産 合 計 122,150 負 債 及 び 純 資 産 合 計 122,150

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 66,849

売 上 原 価 51,513

売 上 総 利 益 15,335

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,955

営 業 利 益 2,380

営 業 外 収 益 2,204

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,322

雑 収 入 882

営 業 外 費 用 4,498

支 払 利 息 200

雑 支 出 4,297

経 常 利 益 86

特 別 利 益 1,619

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,619

税 引 前 当 期 純 利 益 1,706

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,353

法 人 税 等 調 整 額 72 1,426

当 期 純 利 益 279

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 　 　 要
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫

独立監査人の監査報告書
2023年５月17日

積水化成品工業株式会社
取　締　役　会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の2022年４月１日か
ら2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、積水化成品工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 38 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松 本 　 　 要
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫

独立監査人の監査報告書
2023年５月17日

積水化成品工業株式会社
取　締　役　会　御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人
大 阪 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の2022年4月1日
から2023年3月31日までの第79期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

会計監査人の監査報告書　謄本
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会計監査人の監査報告書謄本

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2022年4月１日から2023年3月31日までの第79期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、イ
ンターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、執行役員及び監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及び使
用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告書　謄本

－ 42 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/23 11:24:54 / 22949674_積水化成品工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告書謄本

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役 竹腰浩次郎 ㊞
常 勤 監 査 役 松 本 　 治 ㊞
社 外 監 査 役 福 永 年 隆 ㊞
社 外 監 査 役 明 石 　 衛 ㊞
社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 ㊞

2023年５月18日
積水化成品工業株式会社　監査役会

　
以　上
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インターネットによる議決権行使のご案内

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120－173－027（受付時間　午前９時から午後９時まで（通話料無料）

インターネット等による議決権行使のご案内
　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきますよう
お願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、インターネット等または郵送（議決権行使書）による議決権行使のお手続きはいずれ
も不要です。

記

１．議決権行使サイトについて
⑴ インターネット等による議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから、当社の指定する議決権

行使サイト（ h t tp s : / /e vo te . t r .mu f g . j p /  ）にアクセスしていただくことによって
のみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

⑵ インターネット等による議決権行使は、インターネット等接続にファイアーウォール等を使用されて
いる場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号
化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用できない場
合もございます。

⑶ インターネット等による議決権行使は、2023年６月22日（木曜日）の午後５時15分まで受け付け
いたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたら下記のヘルプデスクへ
お問い合わせください。

２．インターネット等による議決権行使方法について
⑴ 議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ログ

インＩＤ」および「仮パスワード」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力くだ
さい。また、議決権行使書用紙の右側に記載のＱＲコードをスマートフォンで読み取って賛否をご入
力いただくこともできます。（詳細は、同封のご案内をご覧ください。）

⑵ 株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止する
ため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになり
ますのでご了承ください。

⑶ 株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知いたします。

３．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担
となります。

以　上

－ 44 －
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出発地から株主総会会場まで
スマートフォンがご案内します。
右図を読み取りください。

●地下鉄 御堂筋線 淀屋橋駅
　　７番出口より徒歩約７分
●地下鉄 四つ橋線 肥後橋駅
　　４番出口より徒歩約５分
●京阪本線 淀屋橋駅
　　７番出口より徒歩約７分
●京阪中之島線 大江橋駅
　　１番出口より徒歩約２分
●ＪＲ東西線 北新地駅
　　11-41出口より徒歩約６分
●ＪＲ大阪駅
　　中央南口より徒歩約16分
※お車でのご来場はご遠慮

くださいますようお願い
申しあげます。

今後の状況により株主総会の運営方法に変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
( https://www.sekisuikasei.com/ ）

ご　　案　　内
本定時株主総会の会場は、下記のとおりでございます。
ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　TEL (06)6347-1112（代表）


